
   由布市地域の居場所準備事業補助金交付要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（平成２７年社援発

０７２７第２号。以下「実施要綱」という。）４（４）サ（エ）に規定する生活

困窮者支援等のための地域づくり事業のうち、地域住民相互の支え合いによる共

助活動の取組の活性化を図る活動の準備に係る取組に関する事業に対して、予算

の範囲内においてその活動経費に対し補助金を交付することについて、由布市補

助金等の交付に関する規則（平成２４年規則第１２号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

 （事業実施主体） 

第２条 本事業の実施主体は、次のいずれにも該当する事業所とする。 

 （１） 由布市生活困窮者自立相談支援事業実施要綱（平成２７年告示第２０

号）により自立相談支援事業を実施する機関と連携が図られている、又は今後

連携を予定している市内で生活困窮者を支援する事業所 

 （２） 由布市地域の居場所認定事業実施要領（令和７年告示第５０号）第３条

及び第４条の規定に沿った活動ができる事業所 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する事業所は、交付の対象とし

ないものとする。 

 （１） 由布市生活困窮者支援活動準備事業費補助金実施要領（令和５年告示第

１２０号）に基づく補助金の交付を受けた事業所 

 （２） 宗教団体又は政治活動を主たる目的とする事業所 

 （３） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴

力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力

団員と密接な関係を持つ事業所 

 （事業採択等） 

第３条 この要領による補助金の交付を受けようとする事業所（以下「補助事業

所」という。）は、由布市地域の居場所準備事業採択申請書（様式第１号）に次

の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

 （１） 由布市地域の居場所準備事業計画書（様式第２号） 

 （２） 誓約書（様式第３号） 

 （３） 収支予算書 

２ 市長は、前項の規定により提出された由布市地域の居場所準備事業計画書のう

ち生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）に係る支援調整会議にて

事業の必要性が認められたものについて、その内容を審査し、適当と認めた場合

は、事業採択を決定し、由布市地域の居場所準備事業採択通知書（様式第４号）



により、補助事業所に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の事業採択を決定した後、事業所の提出書類に虚偽の記載等があ

ることが判明した場合は、当該採択を取り消すことができる。 

 （補助金の交付申請） 

第４条 前条第２項の規定による通知を受けた補助事業所は、規則第５条による補

助金の交付申請を行うことができる。 

２ 前項の申請を行うに当たって、補助事業所は、当該補助金に係る消費税及び地

方消費税（以下「消費税等」という。）仕入控除税額（補助対象経費に含まれる

消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入

れに係る消費税等額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補

助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額して申請

しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 （補助対象経費、補助率等） 

第５条 補助対象経費は、第３条第２項の規定により採択された居場所準備事業に

関するもので、次に掲げるものとする。 

 （１） 報償費 

 （２） 需用費 

 （３） 役務費 

 （４） 委託料 

 （５） 使用料及び賃借料 

 （６） 備品購入費 

２ 補助率は、補助対象経費の１０分の１０とし、１０万円を上限とする。 

３ 補助金の交付は、同一の補助事業所について、１回限りとする。 

 （申請の取下げのできる期日） 

第６条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げのできる期日は、補助金交付

決定通知書を受理した日から起算して８日を経過する日までとする。 

 （補助条件） 

第７条 補助事業所は、次に掲げる補助条件を遵守しなければならない。 

 （１） この補助金にかかる収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預

金）出納簿等の帳簿及び契約書、領収書等の証拠書類は、補助事業が完了した

日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管すること。 

 （２） 補助事業により取得した備品等は、財産台帳及びその他関係書類を整備

保管し、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金の交付目的に従ってその効率的運用を図ること。 

 （３） 第４条第２項ただし書の規定により補助金に係る消費税等仕入控除税額



を減額して申請を行わなかった場合で、規則第１２条の規定による補助事業実

績報告書の提出時に、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになっ

たときは、これを補助金額から減額して報告すること。 

 （４） 第４条第２項ただし書の規定により補助金に係る消費税等仕入控除税額

を減額して申請を行わなかった場合で、規則第１４条の規定による補助金の額

の確定通知を受けた後において消費税等の申告により当該補助金に係る消費税

等仕入控除税額が確定したときは、由布市地域の居場所準備事業費補助金に係

る消費税等仕入控除税額確定報告書（様式第５号）によりその金額（前号の規

定により減額した場合は、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やか

に市長に報告するとともに、当該金額を返還すること。 

 （５） 規則第９条第１項の規定による軽微な変更の範囲は、補助金の額に変更

を及ぼさない変更で、次のとおりとする。 

  ア 補助の交付目的に反しない事業内容の変更 

  イ 補助対象経費の２０パーセント以内の増減 

  ウ 補助対象経費の費目間における流用で、流用先又は流用元のいずれか少な

い額の２０パーセント以内の増減 

 （実績報告） 

第８条 規則第１２条の規定による実績報告は、事業を完了した日から起算して３

０日を経過した日又は交付決定のあった日の属する年度の末日のいずれか早い期

日までにしなければならない。 

２ 規則第１２条第３号に定める市長が必要と認める書類は、取組状況等の写真と

する。 

 

 

   附 則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

  


